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1.問 題 提 起
(1)漁 業 における景気変動
1970年 代 の世界的景気後退 が1930年 代 との アナ ロジーで語 られ るこ とが多 くなってい る1)。 その類似 性 と
異質性 について,29年 恐慌 を現代 へ引寄せて,そ の カタス トロフの幻影 にお びえる情況 は戦後資本主義 の景
気変動 に新局面 があらわれ たことを示唆 してい る。
世界大恐慌 と総 力戦 を体験 した現代資本主義はGATT・IMF体 制の下で,暗 黒の時代に編 み出した景気
政策 を もって経済循環 に積極的 に対処 し,比 類 な き成長 をとげた。わ が国 において も戦後不況後,昭 和32-
33年 不況,40年 不況 など数 次の景気後退 をみ てい るが,い ずれ も短期間 で回復 し,好 況局面 の持続 によって
高度成長 をお う歌 した ことは周知 である。32-33年 不況 の評価 をめ ぐる 「恐慌」論争 にお いて,「循 環性恐慌
論」 が敗退 したのも,こ うした戦後循 環 の特 殊性=景 気変動 の変質過程 を洞察 できなか ったか らであ る)。
漁業 における景気変動 も日本経済 のか かる戦後循環 の特殊性(不 況 の短期的回復 と好況局面 の持続)に 規
定 され て展 開す ることはい うまでもない。
漁業 が第1次 大戦一第2次 大戦間 に受けた景気変動 の ダメー ジは甚大 であった。 すなわ ち第1次 大戦後恐
慌 か ら金融恐慌→ 世界 恐慌→慢性 的不況→戦時統制 にいたる戦前期 日本資本主義 の経済循 環は資本制生産様
式 を確 立 しつつあった漁業 にたい して,そ の再生産構造 を震憾 せ しむ るものであ った。それは,こ の時期,
価値法則 の貫徹 を阻 げることによって中小漁業の産業資本 自立化 を厳 しくし,あ るいはそ の経済的破 綻 の上
に漁業独 占の生産力基礎 の確立 を準備 したことに典型 的 に示 され てい る。
戦後循環 は再 建期以降,戦 前段階 のよ うな慢性的不況ない し周期性恐慌 を発現 させるこ とはなかった し,
した がって恐慌 ・不況が周期 的 に漁業 を襲 う局面 もみ られ なかった。 その意喋 では漁業は む しろ,高 度 成長
=好 況局面の持 続 とい う,そ の生産力展開に とってプラ スの条件 を享受で きた,と い えよ う。そ の間,漁 業
における景気変動 がみ られなか ったか,つ まり好況局面 のみ を持 続 してきた のか,と い うと,そ うではな い。
漁業 とい う産業全体 を震憾 す るよ うな戦前型 の景気後退 こそみ られなか ったが,業 種各部門に おいては戦後
過程 において も顕著 な 「部分恐慌」,「部分不況」 が認 められ るの である3)。 遠洋 マグロ漁業におけ る 「29年
水爆恐慌」,真珠養殖業 の 「42年過剰生産恐 慌」,以西底 曳漁業 にお ける 「40年代慢性的不況」 などがそれであ
る。
これ ら,漁 業部門の 「部分恐慌」や 「部分不況 」は国内経済や国際経済 の景気後退 の波及 によって直接的
に生起 したので はない。む しろ,そ れ らの景気動 向とは無 関係 な,あ るいは相 対的 に独立 した,漁 業 内部 の
1)た とえば,伊 木誠,世 界循環 と 「世 界的大不 況、経済評論11月 号(1974年)
。
2)加藤 泰男.現 代資本主義 と産 業循環P225～234,1961年 .青 木書店
3)戦 後の漁業部門の恐慌分析 としては,秋 谷重男他.漁 業にお ける景気変動 の研究.水 産研究会1956年.浦 城晋一.真
珠産 業 にお ける 「発展構造 と恐慌 」1)・(2),漁業経済研究 第18巻 第4号 .1971年 な どが ある。
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循環局面である。輸出産業的性格をもっていた遠洋マグロ漁業の事例が示すようにアメリカの景気後退が，
その市場条件を悪化させた三とはあったが，それが直ちに「部分恐慌」に直結しているのではなくて，「水爆
恐慌」の場合はむしろ，当該部門の構造的要因がより強く作用し，市場要因や水爆要因は恐慌加速要因とし
て副次的に作用しているのである。
　かくて漁業部門の戦後循環においては部門内の構造的要因＝生産諸要素を主たる要因とする「部分恐慌」，
「部分不況」の非連続的発現を特徴とするにいたったが，70年代に入って日本経済の景気後退がようやく漁
業を全面的に把えるにいたる。
　70年代の日本経済の景気後退はいうまでもなくドル・ショックによる管理通貨制の動揺＝インフレ抑止力
の減退にともなう世界資本主義の成長構造の戦後的破綻の一環として発現しているものである。GATT・
IMF体制下の高度成長政策は戦後循環を変質せしめ，現代資本主義に未曾有の繁栄をもたらしたが，その
景気（成長」）政策の世界的枠組を形づくってきたド・レ基軸のGATT・IMF体制の崩壊によっていわばI
MF体制下の戦後循環はピリオドを打ち，70年代には総フロート下（変動相場制）のインフレ高進とその抑
止を基軸とする新しい循環がスタートしたといえよう。そして，この70年忌循環の後退局面がインフレーシ
ョンの悪性化とその同時的抑制にともなう世界的不況（政策的不況）である。
　戦後世界資本主養は，ILM体制下において恐慌を回避しうる景気政策を自家薬籠中のものとすることに
成功したといわれるが，恐慌の対症療法としてインフレを呼び込み，その病菌に冒されスタグフレーション
という不治の病を併発するにいたった。総フロート下の新たな景気循環が今後どのように推移するのか，そ
して，それが漁業にどのように波及するかにわかに予測できないが，少なくとも漁業の生産力展開はこれか
らの日本経済の景気動向に大きく左右されることになろう。
　かくて70年代に再編・転換過程に入った日本経済は戦後最大の景気後退局面に立たされているが，それは
産業循環をも算えるにいたり，主として個人的消費に関わる耐久消費財産業（家電・自動車），ファッショ
ン性産業，レジャー産業，住宅産業等を不況に追いこんでいる。これら高度成長の主導産業ないし戦略産業
と違って漁業は食料部門という国民生活充足の基本部門に関与しているがゆえに景気後退の波及も緩慢であ
るはずだが，漁業における不況浸透は，むしろ他産業に比しても顕著である。
　この点1こ関してはふたつの問題提起が可能だ。ひとつは漁業が産業としての弱体性を有しているがゆえに，
その不況抵抗力が構造的に脆弱であり，そうした漁業の内部条件が不況浸透を加速しているのではないか。
いまひとつは高度成長経済への従属的再編成によって漁業は食糧産業的性格を希薄化し，それだけ個人的消
費の縮減対象になったのではないか，ということである。
　ところで漁業における最近の景気後退局面はどのように把握さるべきだろうか。まず第1に，戦後，遠洋
マグロ漁業，真珠養殖業などの特定業種部門における　「部分恐慌」において生起したような顕著な価格崩落
現象は今回みられない。第2に，しかしインフレーションのギャロッピング化によって漁業の費用価格は破
局的に暴騰し，いわば狂乱物価による「資本価値の変革」がドラスティックに進行している。したがって
第3に，このように急激に変革された資本価値を市場価格が償なわぬゆえに漁業経営資本はゼロ利潤，マイ
ナス利潤に転回し，漁業全部門に亘って，いわば全構造的に拡大再生産条件を喪失するにいたった。そして
第4に，このような漁業経営危機からの脱出は長期停滞の下での生産力縮小再編成（漁業経営の倒産・休廃
業）を不可避とするであろう。
　以上の諸点から，漁業部門の現時不況はギャロッピング・インフレーションによって惹起された全部門恐
慌の性格を強く帯びている，ということができよう。以下では，その「恐慌的性格」を把握するための前提
として，高度成長期における漁業の生産構造再編過程にアプローチしよう。
　（2）産業高度化過程における漁業構造の性格変化と矛盾の形成
　日本経済の高度成長は産業構造の重化学工業化をうながした。漁業においてもかかる産業構造高度化に適
応するより合理的な生産構造の追求が日程にのぼってくる。重化学工業を導き手とする高蓄積軌道を設定し
た60年半以降の日本軍本主義にとって漁業における合理的な生産構造とはなにか。
第1。漁業が高度蓄積に積極的な役割を演じなくとも，その掩乱要因，マイナス要因とはならないだけの
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成長経済への適応力＝イノベーションを構造的に確保すること。
・第2。産業高度化＝新産業体制の確立に対応する労働力供給システムと重化学工業部門の市場条件の漁業
の側における整備拡充。
　第3。食糧供給において総資本のコスト負担を節減し，重化学工業を基軸とする産業高度化に適合しうる
自立的漁業構造の形成。
　第4。高度成長の成果＝国民所得の向上にともなう食生活の高度化（消費の高級化・多様化）にベースを
おいた非食糧的水産物の供給システムの確立。
　以上のごとき戦後日本資本主義の要請に漁業はどのように答えてさたであろうか。産業構造の変革過程に
おいて低成長部門である漁業の側でも大略，以下のような攻美的対応を示す。
　漁業政策の根幹は日本資本主義の高蓄積志向にマッチしうるような漁業構造への改編であり，その政策方
向の大綱は，（イ）漁業投資による資本・経営規模の拡大，労働力編成・配置の合理化方向，（n）流通投資による
市場・価格条件の整備方向，㈲政策誘導による漁場用益体系の再編方向，であった。
　かかる漁業近代化政策は目標を中小漁業にあっては中小企業の一般的利潤率の確保とそれによる経営安定
化，漁家にあっては勤労者階級との所得均衡の達成にセットし，漁業の低成長を規定していた内部要因を排
除しようとするところにあり，高度成長経済の下で中小漁業，漁家層の生産性向上をいかに達成するかに最
大の眼目がおかれている。
　しかし，そのための一連の政策展開一投資条件の整備（金融制度・漁業制度），成長業種部門への生産力
転換と資本規模拡大，停滞部門の縮小再編成，大型化・省力化投資の方向設定，漁場の外延的拡大と既開発
漁場の高密度利用，新漁場，新業種の開発，漁港流通関連施設の整備など一は結論をさきにいうと中小漁業，
漁家経営の生産性向上に寄与するところすくなかった。これは政策的成果が労働生産性向上の側面に限定さ
れ，（他産業との所得均衡を目標とする以上，労働生産性向上は不可欠の政策的要件であったが），物的生産性，
資本生産性の面をなおざりにしているがゆえに，資本効率や漁獲努力対実現漁獲量にたいする投資効果を犠
牲にして資本装備の高度化にともなう省力化の達成によってかろうじて実現されたものにすぎないからであ
る。
　したがってかかる漁業の近代化投資は資本の合理性追求というミクロな経営経済的視点からの評価におい
ても，食糧産業の生産力基礎を固めるというマクロな構造的視点に立ってもはなはだ効率の悪いものであっ
た。そして近代化投資をベースにした構造政策の行きつく先は漁業をして「金のかかる漁業を有利ならしめ
る方向」であり，にもかかわらず「利益の保証なきままの投資拡大による経営不安定性の構造化」であった。
ちなみに高度成長期には莫大な設備資金が漁業へ投じられたにもかかわらず，資本生産性にみるべき成果をあげる
ことはできなかった。しかし，それが造船，関連機械．漁携，航海機器，漁網具，燃料その他の生産材の需
要を加速度的に拡大し，わが国工業部門における社会的分業の発展と資本蓄積に寄与した面は無視できない
であろう。さらに新規学卒者を主体とする若年労働力の工業流出，青壮年労働力の海運業・建設業などへの
移動によって漁村における相対的過剰人口の圧力は減じたが，反面，漁業は中高年の他産業非適応労働力
（失業労働力）を引受けざるをえない立場に追い込まれた（産業変革期の労働力需要に応じつつ，そこから反
発された劣等労働力を充用しなければならぬという社会コスト的にみて割の悪い役目をあてがわれている）。
　総じて高度蓄積下の漁業は食糧ベースにおける物的生産性向上の追求努力をおこたり，高度成長→所得増
大→魚価上昇に依存する経営体質を構造化する方向に自己展開し，その点で消費構造の変化＝食生活の高級
化と多様化に対応してきたが，その代償として動物たん白食糧供給の基本セクターから脱落し，畜産業にそ
の主座を奪われるにいたった。これは畜産業が国民食糧ベースで急成長をとげたのと好対象をなしており，
したがって畜産との競合による敗因も漁業が国民の要望する動物たん白食糧を豊富かつ廉価に供給しえなか
った点に求められよう。その意味で漁業は国民経済的課題から逸脱し，国民の関心を希薄化する方向に歩い
てきた。
　もちろん，だからといってこの時期，漁業において食糧ベースの生産力展開がみられなかったわけではな
い。北日本のサバ旋網漁業やスケソウ底曳漁業のばあいは加工利用技術の発展によって量産ベースにのり，
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わが国漁業生産のリーデング・セクターとしての地位を確立している。しかし，これらの成長部門でもその
生産物は対畜産競合の戦略商品としての市場憧を確保するまでにいたらず・聖目では有効需要の不足にロ申吟
ずる局面を迎えている。また，ことで畜産の漁業にたいする産業的制覇を一面的に強調したり，評価してい
るのでもない。畜産業の高成長はいわば国際産業化によって達成されており，その発展基盤（飼料条件）は
きわめて脆弱であって，さらにその過剰生産体質が富農層（小企業農）にとって資本蓄積の条件をきびしく
し，いわば「利潤範ちゅう」の成立を犠牲にして畜肉の低価格安定供給システムが構造的に確立しているか
らである。70年代不況の下で畜産業の構造的矛盾が激化しているのも，そうした産業的条件に基因するもの
だと考えている。
　それはともかく漁業が高度成長期に国民的課題を担えなかったにしても，その政策的対応は総資本にとっ
て産業構造的視点からいちおう評価さるべき性質のものであったことも否定できないだろう。
　第1に漁業は食糧政策上，国民生活にとって畜産業ほどの重要性を持たなくなってしまい，したがって漁業の
危機は食糧危機の面が希薄となり，食糧政策としてではなく産業政策として処理可能な条件が生成したこと。
　第2に保護を要する弱体産業ではあっても補助金べ一一kの財政負担は少なく金融ベースのもので回収可能
であり，しかもその財政投融資は重化学工業の国内市場拡充の手段になりえること。
　第3に漁業生産の基本部分が資本制生産であって国際分業論の導入余地が乏しく，その意味で総資本の食
糧コスト負担をめぐる国内的摩擦を回避できること。
　以上の点は日本資本主義の高度蓄積にたいして漁業が近代化投資によってそれを加速せしむるような産業
的条件を準備したことになるであろう。
　しかし，漁業が産業高度化にさいしてマイナス要因を提供しなかったわけではない。わが国重化学工業の
いっそうの高度化＝＝蓄積と拡大の条件整備にたいして漁業がその抵抗体を形成し，地域開発をめぐる諸問題
を提起せしめているのがその証左である。
　昭和30年代までは国家独占資本は漁業を高度成長の経済論理に組み込むことによって，太平洋ベルト地帯
における臨海工業開発を推進してきた。その過程で生起する漁業問題は，すべて補償問題として「カネ」で
解決・処理することが可能であった。40年代に入って工業集積の弊害が顕在化するとともに開発にともなう
漁業問題も尖鋭化してくる。それは国家が全国的規模における工業開発のプランナーとして登場してくる時
期（臨海工業用地確保の国家的要請）に対応しており，重化学工業を基軸とする地域開発＝資本による漁場
収奪に漁民層が生活権の擁i護を前面に押し出し漁家経営の死守をスローガンとする運動体を組織して，反公
害・反開発闘争を対置しつつあることに端的に示されている。
　これは国家独占資本にとって，臨海工業用地確保の困難性を全国的規模で倍加させる結果となり，その資
本主義的解決の高価性と限界性を露呈する破目におちいった。とはいえ，漁業における反公害，反開発の側
にも運動の高揚とともに基本的矛盾の露呈を避けられぬ事態となったことは銘記すべきである。
　それは基本的には地域開発の性格と漁業のもつ産業的性格（高度成長依存体質）の同質性にある。つまり
漁業が高度成長をバネにしてその生産力展開条件を確保している以上，その鬼子である重化学工業化に「反」
を唱えることは自己矛盾であって自殺行為に等しい。漁業における反公害・反開発闘争が総論（高度成長）
賛成，各論（地域開発）反対の域を超える展望をもちえないのはそのためであって，「環境論」「食糧自給論」
に依拠して国民のコンセンサスの下に運動の理論的拠点を構築するには，漁業はあまりにも工業同質化しす
ぎている。
　そもそも漁業が地域開発に対する抵抗運動において国民的支援を確保するには，国民の要求する質・量・価
格の動物たん白食糧の効率的供給を行ない，国民生活の安定化に寄与しうるという国民的評価が不可欠であり，
それを前提にしてはじめて漁業の環境保全性や国民産業的性格を核にした地域住民とのゆるぎない連帯・共闘
の可能性が生れてくるものとすれば，資本（高度成長）の論理にくみこまれた現下の漁業が国民の食生活充
足の地点から遠くかけはなれているがゆえに，漁民による反公害・反開発闘争はその先鋭性にもかかわらず，
孤立化を避けられず，漁業権＝生活権の徹底的擁護を核として地域開発における資本との対決点を鮮明にし
ていかざるをえないであろう　。
長崎大学水産学部研究報告　第38号（1974） 139
　かくて漁民層に担われた今日の資本にたいする抵抗運動は現代漁業問題を鋭く体現しているとしても，そ
れが国民的ニードに合致するような漁業生産構造改編への展望を容易にもちえないこと，にもかかわらず，
それが住民運動の先駆的役割を担わねばならぬところに漁民運動の現代的特徴（矛盾）が存するといえよう。
　これら地域開発の事例で明らかなように現代において総資本は，いうまでもないことだが，漁業の産業的
市場的側面（社会的に劣等な資本・労働力の再生産の場として，基本的セクターへの労働力供給ソースとし
て，工業製品の販売市場としての諸側面）を蓄積と拡大のために積極的に利用しつつ，その阻止条件＝否定
的側面はこれを冷酷に排除しようとする方針を堅持しており，今後もおそらくこの2面性は貫徹されるはず
であるから，総資本による漁業の産業構造への位置づけとその産業的役割への評価は応分になされるものと
みなされよう。ただし，それも近い将来の海底鉱物資源開発などで予想される問題の発生＝海洋開発をめぐ
る産業問の摩擦にたいして漁業が譲歩するという条件をつけてであろ・うことも予測に難くない。
　おそらく，これから漁場用益の国際的（海洋法＝＝専管水域），国内的（臨海開発・海洋開発）制約に挾撃
された，いわば外患としての漁業問題が尖鋭化することになろうが，それに先がけて高度成長期，産業構造
高度化への漁業構造の従属的再編成過程で譲成された，いわば内憂としての漁業経営の全般的危機が深刻化
している事態を看過することはできまい。
　　（3）漁業経営危機への問題意識
　以上のごとき漁業の産業性格変化と景気変動の推移にもとづき，本稿では中小漁業を素材として漁業経営
危機の理論的把握を試みる。もとよりこれはその実証作業のための問題提起＝試論の域をでるものではない。
　問題意識は，
　D漁業における最近の経営危機の進行が70年代の日本経済の景気後退＝成長率鈍化と関連しており，
　il）高度経済成長依存の経営体質を構造化した漁業が，その失速によって構造的不況を招来し，
　11P加うるに高度成長メカニズムであったインフレーションのギャロッピング化が景気回復をますます困
難にする事態となるに及んで，漁業は全般的な経営危機の段階に突入したのではないか，ということである。
　したがって以下では，漁業における最近の不況局面＝経営危機の進行（逆シェーレ関係の破綻）が日本経
済の成長構造の破綻に関連しているものであることを論証したい。もちろんだからといって，ここで目本経
済における景気変動のインパクトのみを一面的に強調しようというのではない，むしろ高度成長過程の構造
政策に誘導された設備投資の強行＝漁業の非食糧産業への構造改編によって，その生産基盤が脆弱化し漁業
経営の不況抵抗力が衰弱している点をこそ検討しなければならないと考えている。
　　　　2．インフレ高進にともなう社会的消費の減退
　高度成長期にいちじるしく伸長した水産物需要にたいして現時不況はどのような衝撃を与えつつあるか，
この点へのコメントはドル・ショック以後の個人的消費の動向をふまえなければならないが・ここでは葦し
当り焦点を勤労者階級の水産物消費にしぼり，現時不況の深化にともなって，それがどのように変貌してい
るかに論究してみよう。
　従来，食糧産業は不況に強い産業であるといわれてきたが，それは食糧消費が景気変動にたいして不可逆
的反応を示す事情にもとづいている。ところが70年代の景気後退・不況局面はギャロッピング・インフレを
ともなっており，それに高度成長に’ともなう所得向上で奢修理をいちじるしく増した水産物消費が対置され
ているので，情況は漁業にとって最悪といわねばならぬ事態である。
　勤労者階級の実質所得の伸びが鈍化し，さらには減退する傾向性を帯びてきている以上，ギャロッピング
・インフレーションへの基本的対応は消費抑制（消費支出の縮減）方向である・っ．まり窮屈になった個人消
費支出（生計費）が基本的生活物資の確保に向い，支出のぜい肉部分を切り落す行為が常態化する。具体的
4）漁民層の反公害・開発闘争へのコメントは数多くあるが，ここでは差し当り，広吉勝治，地域開発と漁業問題，漁
　　業経済研究第20巻第1号号（！973年），志村賢男，環境問題が提起する漁業経済論への課題，漁業経済研究第20巻3，
　　4号（1974年）をあげておく。
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にいうと，まず家屋建築などの不動産投資を抑制し，耐久消費財の購入を差ひかえ・ついでレジャー的消費支出
をさりつめる。とうぜんレジャー的外食支出も抑制対象になる。そればかりではない，食料支出のうち奢修
的部分も節減される。動物たん白食料支出ではなによりもまず，基軸食品である畜肉（ブタ・トリ肉）の必
要量確保のための支出が先行し，その結果，肉食の陳腐化を防ぐために消費していた高級魚介類への支出を
きりつめざるをえないであろう。
　勤労者階級にとって大変不幸なことは，リセッションの最中に国際飼料価格の高騰に見舞われ・畜産業がこれ
までのような安定供給条件を喪失したことである。不況深化の過程で発現した「畜産の危機」が消費者購入
価格を騰貴せしめたことによって，畜肉の代替食品を見出しえない勤労者家計が食料支出における畜肉購i入
の過重負担を余儀なくされ，魚介類消費の余裕を失う結果になっていることだ。消費者家計はいまや食料支
出において輸入依存体制＝農業国際化（国際分業論）の負担にたえかねている。そこへもってきて漁業が水
産物消費への支出増加を勤労者世帯に期待するのはないものねだりというものである。
　以上の70年代景気後退への消費者反応に関する簡単な考察によっても明らかなように，今日，水産物の社
会的需要の縮減傾向は不可避となっており，それが高度成長期に非食糧化されアbセサリ的消費へ性格変化
しているだけに，勤労者階級の消費抑制対象となり，よりドラスティクな形をとることになったといえよう。
現時不況が高度成長の矛盾の爆発的表現であるかぎり，成長の果実を吸収して肥大した漁業がその両刃の剣
であるインフレーションの毒素に全身むしばまれつつあるとしても，それは自らの天に唾をする類のもので
あろう。
　ところでギャロッピング・インフレーションによって収縮した社会的購買力はどのようなプロセスで回復
するであろうか。インフレの収束とともに回復するであろうか。いま現代資本主義の重大疾患であるインフ
レの克服，つまり「インフレなき繁栄」の可避を問わないとしても，回答は否定的である。
　73一一75年不況は高度成長過程の単なる景気後退ではなく，IMF体制の崩壊の下で，高度成長の予盾とし
て構造的に惹起されたものである以上，つまり「循環性恐慌」の性格を帯びている以上，景気回復も経済の
成長構造それ自体の改編を不可欠の要件とするだろう。かりに日本経済が産業構造転換能力をもっていたと
しても，それは長期展望の下でのみ達成可能であり，イノベーションの苦悩は間断なく持続しよう。その間・
ギャロッピング・インフレの後遺症によって社会的購買力の回復は遅らされること必至であり，回復しても
高度成長パターンのそれとはかなり性格が異なったものになろう。
　昭和恐慌は漁業の食糧産業化を促進する契機になったし，戦後不況は非食糧産業へ転進させる拠子となり
えたから、漁業にとって大不況は，それがいかにマイナスの影響甚大なものであろうとも，高次段階への発
展の準備期間でありえたが，73－75年リセッションははたして漁業にそのような発展局面を約束するもので
あろうか。漁業にとってなによりも不利なのは，高度成長過程において市場・資源の開発ポテンシャルをい
ちじるしく減耗させたことであろう。食糧産業への再転換（食糧ベースによる増産方向）は資源の障壁に逢
着せざるをえないし，非食糧産業（魚価依存による産業合理化方向）へのさらなる純化は市場の障害がある。
方向選択の可能性があったにしても，漁業が構造転換能力をもつか，経営危機に遭遇している漁業資本がそ
れを許容しうるか問題であろう。
　かくて漁業は不況脱出の方高を見出しえないままに生産力縮小再編成の季節を迎えているかにみえる。
　　　　3．　設備投資の強行と資本蓄積の空洞化
　戦後，資本制漁業における設備投資は生産力再建投資をもってスタートし，その後ひき続いて大型化鋼船
化投資に転換し，外延的拡大による漁場用益体系の資本制的確立の方向を指向した。そしてこのような漁業
における設備投資の盛行，資本展開は市場条件の国際的国内的整備・拡充に基礎をおくものであった。すな
わち・昭和20年代後半から30年代前半における中小漁業の投資は北洋漁業（サケ・マス独航船）やマグロ延
縄漁業などの輸出産業部門において先駆的展開をみているが，これは先進資本主義国経済の復興・成長にも
とつく欧米市場の拡大に負うものであり，それに雁行して展開した以西底曳漁業や旋網漁業の大型化鋼船化
投資は朝鮮動乱を契機とするわが国経済の好況局面への移行・浮揚による国内市場の深化に依拠するもので
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あった。
　かくて戦後，外地資本や都市資本を吸引して膨張した中小漁業は大型化投資の段階で不良資本（過剰資本）
を陶汰しつつ「資本」としての内部充実・自己錬磨をおこないつつ，そうした資本蓄積の社会的表現である
社会的発言力を増大していく。
　昭和30年代前半から開始される高度経済成長は，漁業の産業的条件に決定的なインパクトを加え・設備投
資の多面化と大規模化をうながした。漁業は市場構造変化を惹起せしめた動物性食料の「消費革命」を生産
力投資の射程に入れなければならなくなったし，産業構造高度化による雇用展開・漁業労働力の流動化をも
投資対象（労働力対策）としなければならなくなった。
　漁業はこの局面で漁獲努力増大のための生産力投資を継続しつつ，追加投資を漁獲物鮮度保持や労働力節
約（省力・省人化）の面に振り向けざるをえなくなってくる。漁携体単位，経営体単位の最低必要資本規模
は加速度的に増大する。もちろん漁業各部門はよって立つ市場基盤が異なっており，対畜産あるいは漁業各
部門間競合の下での有効需要の変動・消長によって，活況を呈したり，不況色を強めたりする業種があり・
こうした漁業部門の不均等発展に規定されて，漁業投資の速度・方向・規模・内容は決して一様ではなかっ
たが，高度経済成長のインパクト（市場・労働力条件の変化）が投資ドライブをかけたことでは共通している。
　このような中小漁業の資本展開にとって高度経済成長とは，いったいなんであったのか。投資規模を拡大
し，資本装備率を高め「金のかかる漁業」を経営体質化することによって工業資本に蓄積と拡大のための市
場条件を準備したことだけはまぎれもない事実である（たとえば高度成長期における中小造船業の繁栄をみ
よ）。その代償として資本蓄積を犠牲にし，不況抵抗力を衰弱させ経営不安定化を招来したことも否定できな
い事実である。問題は漁業近代化投資が資本蓄積の制約要因となり，経営不安定性を構造化している点に存
する。とすれば，われわれは高度成長下における投資高度化と低蓄積の連動メカニズム（相互関連性）の解
明へと向わねばならないだろう。
　それは，とりあえずこの時期の漁業投資を特徴づけた生産力投資，省力化投資，漁獲物価値保全投資の3
つの側面の経済効果を吟味することによって可能となろう。
　生産力投資面では，物的生産性の向上にみるべき成果がなかったことから中小漁業が資源・漁場の開発限
界に達しており，漁業生産の水準維持は漁獲努力の増大によってのみ可能であり，そのために投資の持続的
拡大を必要不可欠とするようになっている点を看過できない。増産効果が期待できない以上，生産力投資の
経済効果は，費用を増大させ労働強度を高めた分だけマイナスとなり，漁獲水準維持のプラス面と相殺され
て零に等しいものであるだろう。
　省力化投資はどうか。二三作業行程における人力の機械による代置が急速に進行したことによって，大半の
業種部門で二人化が達成されている。漁業投資の省力効果は一般に顕著であったといえるだろう。許可制三
下における漁業資本の有機的構成の高度化は雇用節約的に作用するが，その過程で省力化機械が意識的（人
手不足を意識した労働力対策として）に導入された結果，漁業投資がより人減し効果を発揮することになっ
たのである。
　しかしながら，漁業における二人化投資＝省力機器の導入は雇用条件の変化（人手不足）の下で操業条件
維持，あるいは資本の稼動率向上のためにおこなわれた側面が強いゆえに，省人化を賃金増収に結びつけざ
るをえないという負い目を漁夫労働力にたいしてもっている。高度成長過程で漁夫労働力の世帯再生産費用
の確保にたいして全面的責任を負わなければならなくなった漁業資本は，省力化投資による人減らし＝労働
強化を代償にして漁夫取前を増やすことを余儀なくされたのだ。そして漁業資本がこのような労働力対策を
意識するとしないとにかかわらず，部分改良を含む歩合制下の漁業は，里人化投資の経済効果を漁夫増収
に結実せざるをえないような仕組（賃金制度）をもっている。したがって，省人化投資が資本の増益に直接
結びつかない以上，それが過剰投資要因となる危険性を秘めていることは否定でき念いだろう。
　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
　これにたいして漁獲物価値保全投資は，資本の増収・増益が期待される唯一の対象領域であったといえよ
う。これは漁獲物商品価値の損失・減耗を防ぐための鮮度保持投資であって，船内冷凍保管，選別加工処理
など漁労・海上輸送過程におけるコールド・システムの整備をめざすものである。これはいうまでもなく漁場の
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遠隔化，操業の長期化と国内市場重視（生鮮消費への偏重）という生産と消費の矛盾を，その魚価依存経営体質
を維持しつつ，解決しなければならなかったわが国中小漁業のいわば死命を賭けた市場・流通対策であった。
　かかる鮮度保持投資は，魚価上昇による価値生産性向上への寄与率が大きいゆえに，中小漁業資本をして
投資競争にドライブをかけるにいたった。しかもこの種の投資競争は，投資が一巡すれば魚価形成，水準の
経営間格差は縮小に向い，その経済効果も減殺されてくるのに脱落することが許されない性質のものである
ことだ。つまり強制された投資の性格を帯びるにいたる。さらに，この種の価直保全投資の競争激化はその
投資効果のらち外にエスカレートし，過剰投資に結果している（マグロ漁業における低温競争をみよ）。
　かくて中小漁業では投資が投資を呼び，反面，その経済効果が次第に減殺され，激しい競合の下で強制さ
れた投資の悪循環が加速度的に進行することになる。
　では高度成長期における中小漁業の設備投資の強行は，その資本蓄積にどのように作用しているか。
　ある産業部門における資本蓄積過程とは，いうまでもなく剰余価値の資本再転化＝資本の自己増殖過程を
内に含むものである。とすれば資本投下には利潤の資本再転化＝追加投資が前提条件になるはずだ。設備投
資は利潤ベース（減価償却プラス内部留保）でおこなうというのが経営経済の原則である。
　ならば中小漁業における投資盛行は利潤実現条件の好転を契機とするものであり，企業経営の投資原則に
かなうものであったか。否である。もし中小漁業の設備投資＝長期資金需要にたいし，それに一回金融のみが対
応していたら，それは銀行金融ベースを出ることはなかったであろう。つまり利潤ベースの投資を逸脱する
ことはなかったであろう（市中銀行の長期資金貸出が企業利潤を無視して強行されれば，その不良債権化は
不可避であろうから）。
　幸か不幸か，その投資資金需要に対応したのは制度金融（国家資金），系統金融であった。銀行ベースの
投資は漁業利潤の部門間・階級間格差を反映し，その利潤率格差による投資格差を生み出し，設備投資競争
を通じて部門・階級分化・分解を激化させたに違いないけれど，反面投資能力のある経営資本のみが投資を
おこなう原則は墨守されたはずである。
　構造政策（経営近代化資金）は，これにたいして長期低利の国家資金を準備し，主要業種部門の全経営階
層への無差別金融をもって答え，漁業投資の資金的アポリアを国家的に排除した。他産業中小企業にあって
は徹底した構造改善を前提条件にして近代化資金の導入が図られたが，漁業では合理的な構造政策を欠除し
た「手厚い保護」政策の下で大量の国家資金が投入されている。
　こうして設備投資の資金的条件が国家によって造出され，その全階層的なドライブ化が可能となった。つ
まり，この時，漁業は利潤ベースから乖離した非企業的投資メカニズムを国家から賦与され，投資を強制さ
れて利潤の歯止めなき投資軌道を暴走するのである。
　それはいうまでもなく，利潤＝自己資本の裏付を欠いた漁業固定資産の他人資本化であり，資本の有機的
構成の高度化過程は資本蓄積をもって充当されるのでなく，他人資本によって安易に埋められる資本脆弱化
の過程でもあった。この場合，漁業投資のインフレ・メカニズムの作用・効果を看過してはならない。主力
をなす漁船投資においては，償却資産のインフレ・ヘッヂがあるばかりか，償却済資産（中古船）の売却益
が建造船価と等しくなるまで膨張し，漁業投資のインフレ・マインドをいやがうえにも助長さぜたのである。
　他人資本を稼動させて，それで利潤実現が保証せられ，自己資本が充実するならば問題はない。他産業の
独占的大企業は国家の手厚い財政投融資政策の下で他人資本を充当して資本蓄積をはかり，「資金面において
何一つ外部から容朦を受けることなく，一途に本業に打ち込めるようになった」ばかりでなく「その本業に
とって過剰な運用資金を自己の財産として運用する」5）域にまで達している。漁業の独占的大企業あるいは
非独占的大企業はそこまでいかなくても，年々の設備投資資金を自己資金でまかないきれるだけの資本蓄積
（内部留保）を．おこなっている。
　これにたいして，わが中小漁業は国家資金の導入によって設備投資を有利に展開しておきながら，それが
自己資本の充実（内部資金の豊富化，固定資産投資における1自己資本ウェートの増大）に結実せず・高度成
5）宮崎義一，現代の日本企業を考える，P36，岩波書店（1974年）
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長政策＝・クリーピング・インフレーションによって，漁船など償却資産の売却価格が騰貴し，自己資金準備
にきわめて有利な条件が生成されたにもかかわらず，いたずらに他人資本依存体質を強化するように作用し
ている。むろん「中小漁業振興特別措置法」はその融資対象投資に「公庫資金7割，自己資金2割，釣払1
割」の留保をつけ，経営近代化目標を自己資本3割化においていたが，許可制筆下における経営規模；拡大投
資が単なる設備投資の域にとどまるはずがなく，それには「許可購入」という莫大な不生産的投資を随伴す
るがゆえに政策担当者が措定した融資原則は実施過程で踏みにじられるにいたった（さらに構造政策の最大眼
目であった企業経営の合併促進＝経営近代化はいっこうに進展していない）。そしていわば，この原則なき
設備投資の強行は資本蓄積の空洞化に結果した。それはすでに指摘したように「企業経営の再生産基盤強化
のための投資」を目的としながら，結果として「利潤の保証なき投資」に終ったことによる。漁業投資が資
本の剰余価値増殖に寄与するどころか，その阻止要因となるように機能しているのである。それはなぜか。
　国家資金による長期低利の設備資金の運用は漁業経営資本の資金調達力・信用力の限界を容易にこえ「猫
も杓子も」投資できる条件をつくった（経営合併にたいして，それはマイナスに作用した）・そこで自
己資金の準備なき設備投資にたいする制度的保障体制が確立し，中小漁業は厳格な投資チェック・システム
を内部的に喪失する。資金調達の諸制約が政策的に排除され，しかもクリーピング・インフレーションによ
って漁業投資の経済環境が成熟した以上，自己資本の充実を持ったり，投資効果をじっくり検討したりする
余裕をもたない中小漁業部門においては，設備投資のドライブ化は必至であった（それは設備投資競争から
脱落するような不良経営を金融的に温存する結果をうんでいる）。
　他人資本を充当しての投資強行であってみれば，とうぜんその資本コストは過大になる。資本の金融費用
が過大であっても，それ以上に投資効率が大きく利潤率が高くなれば，その金利負担も過重になることはな
いはずだ。ところが，すでに指摘したごとく高度成長期の漁業投資は不生産的投資（許可の購入，省力機器
の導入，漁獲水準維持のための漁獲努力増など）に偏っており，必ずしも利潤条件を奴転せしめなかった事
情がある。したがって他人資本調達にともなう資本利子は，有機的構成が高度化し，資本規模が拡大すれば
するほど過重となって固定化し，変動きわまりない水揚高にはりつく結果になる。（漁の如何にかかわりなく
支払金利がその元本とともに返済日を確定されて待ち受けている状態）。そればかりではない，他人資本を
稼動させての漁業経営は労働力不足下の投資過程で漁夫労働力に一定の譲歩（漁夫取前の増加）を迫られ，
その投資効果を減殺され，操業度・稼動率アップのため物的生産性増大なき生産力投資を強要される，と
いった事態の進行が中小漁業の利益圧縮要因として加わってくる。その結果は中小漁業経営にとって漁獲物
商品の価値構成における固定費的要素の比重増大となり，支払金利負担の過重となり，その費用価格を押し
上げ，市場で実現される剰余価値部分を圧縮する。かくて追加投資に占める自己資本ウェートは増大するこ
となく低位水準に固定化され，資本規模の拡大分だけ，経営の不況抵抗力は衰弱する。
　投資を拡大すればするほど自己資本比率が低位固定化し，経営不安定化するような中小漁業にたいして，
われわれは，その資本の有機的構成の高度化をもって資本蓄積進行の一般化の証左とすることはできないし，
いわんや，資本としての純化の面にフ．ラスの評価を与えることもできないようにおもわれる。
　もちろん、ここで高度成長期における設備投資の盛行が中小漁業における資本蓄積の促進要因とならなか
った点を一面的に強調するつもりはない。投資過程で自己資本比率を高め，安定性を増大していく経営群の
存在を認めるにやぶさかではない。しかし，蓄積と拡大に成功した，そういう安定経営群より，むしろ資本
規模の拡大過程で不安定化していく経営群の方が主流であ・たのではあるまいか。資本規模を縮小して全階
層的に経営の立直しを迫られた業態は40年代に入って不況色を強めてきた以西底曳を除いてみられず，他業
種ではあげて経営規模拡大競争に奔走したといってよい。それは構造政策が経営合理化のための最適規模を
定め（その経済的根拠は定かでない），複線・言掛経営イクオール経営安定化という等式をもって政策誘導
をおこない，中小漁業にそれを強く支持する勢力・階層が存在したからである。
　その結果はどうであったか。堀口健次氏が高度成長期における一連のマグロ漁業経営分析で鋭く指摘して
いるように，周到な自己資本の準備なき経営の規模拡大投資（大型化・複船化投資）が財務のバランスを崩
し，資金構造的に不安定性を強め，ちょっとしたつまずきで倒産に追い込まれる危ない経営づくりに力を貸
144 吉木：漁業経営危機の理論的把握
している憂慮すべき事態が，費用の増大テンポより魚価上昇率が大きい。したがって，投資の期待利潤率の
高い好況的業種部門においてさえ進行していたのである6）。
　われわれは70年代における中小漁業の経営危機が，ドル・ショック，成長率鈍化，卸売物価騰貴，オイル
・ショックといった単なる外圧要因の連動的作用によってのみ惹起されたものでなく，高度成長期における
漁業投資のメカニズムのなかに胚胎し，醸成されたものであることを認識してかかるべきであろう。
　　　　4．　逆シェーレ関係の破綻と価格政策
　漁業は高度成長期に実質上昇年率10～20％という他産業にも類例をみないような魚価騰貴を所与のものと
する価格依存型経営をその生産構造に定着せしめた。そして漁業の内部では食糧産業として，とうぜん考慮
されねばならない安定供給の価格条件確保の国民経済的視点からする高魚価の検討（反省）はなく，むしろ
騰勢を積極的に貢定し，さらなる上昇を期待するような産業エゴイズムむき出しの魚価論議がまかり通って
きた。
　勤労者階級が畜産品を常食化せざるをえないほどに騰貴した魚価をもってしても価格条件として満足しえ
ない漁業とは，いったい，いかなる体質の産業であろうか。それは日本漁業が魚価上昇を生産力展開の不可
欠の要件とし，それがなければ産業的条件そのものが確保できない不安定な生産基盤に立っていることを意
味する。つまり漁業は資本制生産様式の確立・発展にもかかわらず，利潤率水準が低く，全産業のなかで被
支配的部門を構成し，価格決定力の弱い産業であるとされるのである。
　したがって漁業における資本制生産部門（中小漁業）の商品価値は市場調整価格のなかで実現されねばな
らぬ。費用を投じて生産した漁獲物商品について自から価格を設定する力がなく，その価値実現を市場の価
格調節機能にゆだねなければならないような市場価値法則に規定される資本制漁業にとって価格上昇への期
待（インフレ・マインド）は強烈である。費用価格の上昇圧力が強いクリーピング・インフレーションの経
済ではなおさらである6
　このような価格条件下の漁業は，卸売物価上昇率く経済成長率く賃金上昇率の不等式を実現せしむる高度
成長経済のインフレ選好型プラス・メカニズム（クリーピング・インフレーションの所得再配分効果）に依
拠して，費用価格上昇率く魚価上昇率の逆シェーレ関係を成立・維持させることによってのみ，その拡大再
生産が可能である・かくて漁業の高度成長依存体質が強化され・それにともなって消費の側の高魚価への批
難を「価値論なき価格論」として一蹴できないような反食糧産業的生産構造に自からを改編していく。
　事実，漁業は高度成長経済の所得効果によって戦前・戦後不況時あれほど苦悩したシェーレを解消したば
かりか，逆シェーレの価格関係実現にさえ成功したのである。それは，漁業における生産性向上によってで
はなく，卸売物価の低位安定と所得増大によって，いわば他力本願的に達成されたものである。確かに高度
成長期の魚価上昇は瞠目すべきものがあった。実質賃金の確実な上昇とそれにともなう水産物の社会的需要
の拡大，膨張があり，それに供給の非弾力性が対置されるとき，そこに強度の売手市場＝ディマンド・プル
の現出は不可避となる。
　こうした水産物需給関係の変化が名目で年率20～30％に達するような魚価の持続的上昇を可能にした。も
ちろん，強度のディマンド・プルが全業種・全魚種に一律・均等に作用したわけではなく，それは消費選択
にもとつく水産物需要の選別的拡大＝消費構造変化にそって生起したから，魚価上昇率の業種部門間格差を
生じせしめることになった。それはとうぜん，需要膨張的な高級魚生産部門と需要停滞的な低級魚生産部門
との価格上昇率の差にもとつく利潤格差を発生せしめる。許可制度がこの利潤率格差を温存するように機能
するとき，景気変動の業種部門間調整もまた難航する（もっとも期待利潤率の高い部門では不況部門から
の資本流入をまたなくても内部で大きな投資ドライブがかかり，それが利潤率低下をきたすゆえに緩慢では
あるがそれが利潤率均等化の内部要因となる）。
6）堀口健治，財務諸表分析による中小漁業の分化のタイプ，鹿児島大学水産学部紀要第13巻（1970年）
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　昭和30年代後半までは，このような水産物需要構造の変化にそった高級魚価格の上昇，低級魚価格の停滞
という魚種グループ間の上昇率格差にもとつく相対価格の変動が特長的であったが，40年代に入って高級魚
価格の上昇を上回るような低級魚価格の高騰が生産地・消費地市場においてみられるようになり，両者の相
対価格の水準は接近した。
　低級魚価格の騰貴要因は，（a）1，2の魚種を除いて生産が停滞・減退傾向を示していること，（b）生産地市
場における利用配分機能の拡充により，多獲性漁獲物の冷凍・加工・餌料エスケープが増加し，生鮮消費向
が調整的に停減したこと，（c）冷凍仕向の増大により，供給の周年化，市場の全国化が可能となり，それが生
鮮消費市場を拡大したこと，などを指摘しうる。
　このような生産地市場における加工利用技術の発展を媒介として多獲性漁獲物価格の下方硬直性がいちじる
しく強化された上に，その生産量が長期的に停滞ないし縮減傾向を示してきたため，30年後半までの価格低’
迷状況が一変し，高級魚介をしのぐ謄勢を示すにいたった。スケソウダラ，サバのように増産基調にある多
早舞水産物でさえ・価格の下方硬直性を強め，季節的に大量漁獲が集中するにもかかわらず，魚価暴落によ
る生産縮減の事態は生じていない。
　多獲i性水産物の価格騰貴は昭和40年代に入って，それまで停期していた大型旋網漁業，沖合イカ釣漁業，
サンマ棒受漁業などを好況局面へと導き，その利潤実現条件を好転させた。かくて需要の所得弾力性の大き
い高級魚生産部門についで，所得弾力性の小さい低級魚生産部門でも，魚価騰貴が生じ，中小漁業はあげて
高度経済成長の所得効果（魚価上昇メカニズム）を追求する方向へ，その再生産軌道を設定することになる，
　ところが昭和46年夏のドノレ・ショックを境に，肝心のプライス・メカニズム（所得再配分機構）の漁業へ
の作用が怪しくなってさた。いわゆるクリーピング・インフレーションの時代には顕在化しなかった価格現
象が漁業を圧迫しはじめることになる。それは卸売物価の上昇テンポの増大をもって始まり，消費者物価の
続騰へと連動し，それが実質賃金上昇の鈍化を惹起する形で価格スパイラルをおこし，インフレを加速化す
る過程である。その価格スパイラルが爆発点に達したのが48年秋のオイノレ・ショックとその後の「狂乱物価」
であった。
　高度成長期に成立した卸売物価上昇率く経済成長率く実質賃金上昇率の物価・所得関係が，ギャロッピン
グ・インフレの過程で実質経済成長率≦実質賃金上昇率く卸売物価上昇率≦消費者物価上昇率に逆倒した。
かくて高度成長の所得再配分機構の破綻によって，漁業では漁業資材価格と魚価の相対価格関係に逆転が生
じ，逆シェーレ（費用価格上昇率く魚価上昇率）からシェーレ（魚価上昇率く費用価格上昇率）へと急激な
関係変化が惹起した。
　ここで再び70年代循環の性格が漁業との関連で問われねばならない。不況は進行中であり，今後どのよう
な形で景気が回復し，その後，日本経済にどのような軌道修正がおこなわれるのか，にわかに判断できない。
確かなことは現時不況が高度成長政策の破綻を表現するものであり，成長軌道の修正と産業構造の改編を不
可避とするだろうことである。とするならば，漁業は少なくとも高度成長型プライス・メカニズムへの回復
を期待することはできないであろう。漁業が恐慌局面を克服しえたにしても，せいぜい激化したシェーレを
緩和し，費用価格上昇率＝魚価上昇率の等式関係を維持するのが限度で，逆シェーレの状態まではとうてい
もっていけないであろう。
　高度経済成長の所得再配分機構が正常に作用しなくなった時，漁業は価格決定力の劣弱な被支配的産業と
しての弱体性を完全に露呈した。そのとき，その弱体性を逆手にとった価格支持政策が頭をもたげる。
　漁業ではすでにオイル・ショックの緊急融資にひき続いて国家資金導入による価格支持政策が日程にのぼ
っている。したがって以下では価格支持の理論的有効性およびその政策展開の経済的根拠と経済効率につい
て吟味してみたい。
　いうまでもなく価格支持政策が総資本に容認せられるばあいは弱体産業を擁護するというような社会政策
的側面からでなく，食糧産業の自立化に資するという国民経済視点にもとつく産業構造的側面においてであ
る。したがって今日すでに安定供給条件を失い危機的様相を強めっうある畜産業にたいして，より補完的地
位を占めるにいたった漁業が一方的に価格支持政策を導入することは食糧政策視点からも無理がある。かり
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に政策導入（ガード・ライン設定）が可能であるとしても，対畜産との競合関係を維持するという重大な留
保がつけられること確実である。物価スライド的に調整された水産物価格が，対畜産物との相対価格関係に
重大な変化をもたらすならば，価格支持政策の理論的有効性は失われよう。
　秋谷重男氏はいちはやく1963年に「現代における水産物価格論の展開」（漁業経済研究第12巻第1号）で，
水産物価格支持の有効範囲を測定し，畜産品価格がその上限を規制することを論証している。そして水産物
価格支持に関する秋谷氏の先駆的見解は，水産物消費の時系列変動のなかで統計的にも証明されうる。すな
わち，勤労者家計においては牛肉対高級魚，ブタ・トリ肉対低級魚の相対価格の変化のなかで角筆が魚介類
の消費制約因子となって作用している。牛肉の価格騰貴が激しかったため，高級魚価格の上昇も家計で容認
され，その消費量も微増できたし，またブタ・トリ肉の価格上昇が微弱であったがゆえに低級魚価格は高騰
したけれど消費がブタ・トリへ大量に流れ，その激減をもたらしているのである。
　したがって高級魚の価格支持の上限は牛肉によって与えられており，それへの価格水準の接近は消費縮減
をともなうであろうし，また低級魚の上限もブタ・トリによって規制され，しかも両者の価格水準がすでに
均衡関係にあるため，価格支持政策の導入余地はほとんどない。魚介類と畜肉の価格接近は前者の後者への
需要移行を換起する。とするならば，水産物の価格支持はその価格上限を堅肉によって規制されることを前
提条件にし，・かつ消費退減＝供給削減と引きかえにして可能であるといえよう。あるいは畜産物の価格支持
によってはじめて水産物価格の畜肉価格へのスライド的調整が可能であるといえよう（すでに両者のスライ
ド的調整は価格支持をまたなくともプライス・メカニズムによって進行している）。
　これにたいして「われわれの考えている価格支持政策はギャロッピング・インフレによって水産物の市場
価格と漁業生産の費用価格に逆ザヤが生じているから，その差額に適正利潤を加味した差損額を国家資金で
もって補填せよ，というもので，畜産との価格関連で市場価格を政策的に調整することを目的とするもので
なく，したがって消費者家計に影響を与えるものではない」という反論が予想される。しかし，漁業におけ
るシェーレ差損分の国家資金による補填とは，いうまでもなく総資本による食料コスト負担の増加であり，
税制メカニズムを利用しての国民的負担（所得再配分の国家的調整）ではないか。それは消費者家計に間接
的負担を強いることになりはしないか。
　総資本にとっても勤労者階級にとっても食料コストの負担増となるならば，魚価支持は両者のコンセンサ
スをえることが必要であることはいうまでもないが，かりにインフレ高進の過重負担に坤吟している国家財
政・消費者家計が，それを容認したとしても，動物たん白食料供給の基本セクターである畜産業にたいして
重点的に展開されること必至であり，痢家資金の漁業への投入は，その補充的役割以上を出るものではない
であろう。
　かくて理論的有効性に乏しい水産物価格支持政策は不徹底に終始し，漁業の不況回復の起爆剤とはなりえ
ないようにおもわれる（とはいえ，水産物価格支持が不必要といっているのではもちろんない。不況対策と
しての価格支持一漁業総資本にとっては70年代リセッションを一過性の景気後退と認識し，その一時的不況
対策として導入されている節がある一ににわかに賛成できないのである。経済成長促進要因としてのインフ
レーション・メカニズムが破砕された以上，漁業における価格支持政策は，その生産構造の現在から将来に
亘る全産業構造への位置づけ一新たなる再生産軌道の設定・新たなる産業関連性の模索一と漁業の食糧産業
としての性格規定一日本博本主義の将来展望のなかで漁業が食料産業としてどのような役割を担うのか一を
不可欠の要件とし，いわばかかる構造政策の一環として長期的展望の下で展開されねばならないと考える）。
　　　　5．70年代景気後退への漁業の対応
　日本経済の不況突入は漁業経営危機を深化させているが，その過程で漁業はいかなる対応形態をとってい
るか。この章では過去，漁業が日本資本主義の発展段階で，いかなる恐慌・不況対応をおこなってきたか。
漁業の発展段階と市場条件を異にする不況対応の歴史的検討を通じて，現時不況（漁業における恐慌局面）
幽への生産力的対応の限界性について考察してみよう。
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　さて，昭和恐慌期，大衆購…買力の減退によって，漁業は未曾有の魚価下落：に見舞われた（厳密には魚価は
第1次大戦後恐慌時から低落傾向にあった）。そして魚価下落への漁業の対応は基本的には増産（過剰生産）
方向であった。それは狭あいであったとはいえ，魚価が低落すれば社会的需要が増大するような市場条件が
戦時経済体制への移行によって国内市場に準備されつつあったこと，さらに供給の側にも増産を可能とする
ような社会経済的条件や漁場・資源条件＝開発可能性が十二分に存在したことを意味する。
　どのような深刻な社会的摩擦（漁民層の窮迫化）を生じせしめるにせよ恐慌からの脱出経路は，準戦時経
済体制下の食糧産業化という政策学要請から，いわば国家独占資本主義的に設定されたのであった。したが
って魚価低落を増産でカバーしつつ，がむしゃらに恐慌へ対応する過程で，漁業はかろうじて国家的に切開
された脱出経路を見出すことができたといってよいであろう（もっとも，漁業の不況回復，好況局面への移
行は，戦時経済への突入によって短期間で終息する）。資本主義の歴史で2度と再現しないだろうといわれ
るほどの世界的大恐慌への漁業の抵抗力如何。資本主義的発展軌道にのり，曲りなりにも価値法則を貫徹さ
せ，その産業資本的性格を錬磨しつつあった中小漁業の先駆でも，恐慌の浸透過程で魚価低落＝利潤縮減
（資本価値破壊）を労賃部分へ転嫁し，労働力収奪の強化によって経営再生産条件を確保しえたであろうこ
とは否定できない・少なくとも棄民的大陸流浪・都市流出以外に行場をもたない低廉豊：富な農漁村過剰人口．
を擁し，その労働力基盤によって立つ在村資本制が歩合制を根幹にして，その再生産様式を展開する時，不
況への低抗力は最も強靱であったはずだ。昭和恐慌の過程で漁業は社会的需要の縮減に遭遇し，その魚価下
落を増産によって容易にカバーできぬゆえに未曾有の過剰生産恐慌を体験したが，それを「漁村疲弊」　「漁
場荒廃」を代償にして，さらなる過剰生産によって克服していくのである。そしてこの時期，漁業には資源
・市場・労働力などの過剰生産基盤（不況抵抗力）が強固に存在していた。
　戦後悪性インフレ下の不況も，いわば過剰生産不況であり，回復のキイ・ポイントは経済再建による国内
市場拡充・外国市場拡大＝魚価上昇とそれにともなうシェーレの解消に存した。インフレ経済下で激しいシ
ェーレが漁業を襲ったとしても，それは漁業が過剰生産的に対応した結果もたらされたものであり，水産物
への社会的需要が縮減したからではなかった。したがってインフレーションの収束とともに漁業の不況は回
復される性質のものであった。事実，戦後再建の苦悩を経て浮揚した経済が成長軌道にのる過程で，漁業の
不況は市場的に克服された。
　この戦後悪性インフレによる漁業不況も魚価停滞下落をみたが，中小漁業のばあいマグロ漁業の「水爆恐
慌」に象徴されるように，その衝撃は漁業経済構造の最も弱い環である漁夫労働力へ転嫁された。もっとも
不況抵抗力の劣弱な不良資本のドラスティクな整理・陶状をともなっていたが，ともかく不況過程で多数経
営の転廃休業・倒産という多大な犠牲を払っても，中小漁業の前途は市場的にも資源的にも約束されていた。
高度成長のうみ出す市場効果は測り知れないものがあったし，強力な競争相手となりうる畜産業も発展して
いなかったし，漁場の開発可能性も無限であったし，低廉豊富な労働力が存在したし，それになにより，食
糧産業としての国民経済的役割にたいする期待が大きいという漁業のおかれた経済状況と将来展望が，その
生産力再建・拡充＝不況回復のバネになったことは否定できないであろう。
ところで70年代悪性インフレ下の漁業は30年代，50年代の漁業と対比して，不況対応の食糧産業的条件が大
きく変化していることに注意しなければならぬ。
　すなわち，第1に30年代不況時（昭和10年頃），都市世帯の影印乳支出額は水産物支出額の半分にも達し
ていなかったし，50年代不況時もく水産主畜産従〉の支出形態をとっていたが〔肉印乳支出額が水産のそれ
を都市でこえるのは昭和33年頃である），70年代インフレ期には完全にく畜産主水産従〉になり，その間，
動物食品の消費構造に激変がもたらされており（47年全国勤労者世帯平均で肉印乳支出100にたいし9魚介
類支出78の割合となっている），したがって漁業は動物たん白食料供給において畜産業の補完的地位を占め
るにいたったこと，第2に，にもかかわらず漁業は高度成長経済の所得効果に依拠し，勤労者階級のレジャ
ー的支出にもとつく外食市場の拡大など，国内市場における奢修学需要の膨張に助けられて，その生産力展
開条件を確保してきたが，成長経済の破綻によって今後この種需要の可及的拡大に期待がもてなくなり，資
本展開の市場制約条件が生じたこと，第3に高度成長期の漁業生産力発展が漁場開発を極限まで促進した結果・
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漁場フロンテァが消滅し，資源利用のアポリアが生じていること，第4に労働力構造の変化（過剰人口圧力
の減少，漁夫のプロレタリア自立化，供給価格の上昇）にともなって漁業の雇用条件も変化（船頭制の変容，
賃金制度の再編）し，漁業資本が漁夫世帯再生産費用の全面的負担を強いられるにいたり・不況による経営
圧迫を漁夫層へ転嫁できなくなったこと，第5に設備投資の強行によって中小漁業の資本規模が拡大し　し
かもその有機的構成の高度化が他人資本の充当によって達成されているので，かえって蓄積条件は悪化し・
経営の不況抵抗力が全般的に衰弱していること，などである。
　以上の諸点は現時不況における漁業の対応をきわめて限定的なものとし・恐慌からの自力脱出の可能性を
せまくし，矛盾の内証的激化による全般的経営危機の諸発要因となること必至である。
　これにたいして73－75年景気後退はどのような経済的特長をもち，それは漁業にどのように浸透し，どの
ようなインパクトを与えているか。
　現時不況はギャロッピング・インフレ不況（・悪性インフレを内包する不況＝デフレ局面）ともいうべきも
ので，それは第1に勤労者階級の実質収入をヘッジせしめることによって，個人消費支出の縮減をもたらす。
それにともなって水産物の有効需要も可及的に収縮する。とりわけ勤労者世帯の二二的レジャー的支出部門
が先行的に抑制される結果，外食消費支出の伸びを市場条件としてきた漁業への影響は決定的となる。現在
まだ水産物消費減退を統計的に確認しえないが，「農業観測」によれば48年の食糧消費支出は名目で大幅に伸
びたが，実質的伸びはみられず，畜肉支出では牛肉減，ブタ直増となり，49年もこの傾向が持続するものと
予測している。つまり43年頃から微増に転じた牛肉購入量が47年をピークに再び下降線をたどり，それがブ
タ肉消費拡大にドライブをかける結果になっているのである。
　畜肉類のなかで優等財食品である牛肉への消費支出をきりつあ，劣等財食品であるブタ肉への支出を増や
す方向がギャロッピング・インフレ下の勤労者家計の食料支出における基本的対応形態であるとすれば，水
産物消費のばあいは高級魚，低級魚ともに購入量節減方向をとるだろうことも推測に難くない。事実，49
年前半はマグロ・エビなど高級水産物（主として船凍品・輸入晶）は市況が軟化しているにもかかわらず，
極度の売行不振が続いており，これは外食・家庭消費双方の落ち込みが激しくなっていることの証左である。
　漁業は戦中明をのぞいて昭和恐慌以来の有効需要の縮減を体験する破目におちいった。それだけ70年代ギ
ャロッピング・インフレ不況の漁業へ与えるインパクトは強烈であるといってよいであろう。
　ここで注意しなければならないことは，不況下における水産物流通機構の費用上昇圧力の側面である。漁
業における生産力の発展，消費構造の変化は物的流通面の合理化を促したが，それにともなう機構改革は不
徹底に終始し，コスト・アップ要因を流通機構に温存している。こうした物的流通の合理化の進行と流通担
当諸資本の成長を基盤にして，冷凍水産物が流通の支配的地位を占めるにいたった。その冷凍水産物は市場
の全国性と供給の周年性を確保するにいたり・消費者大衆に非常な利便を与えることになったが・その利便
を代償にして消費者は市場全国化，供給周年化にともなう流通の費用コストを負担しなければならなくなっ
た。それはどりもなおさず，・人件費などの機構的なコスト・アップ要因に包装・保管・輸送などの物的流通
面のコスト・アッフ．が加重され，社会的な水産物流通費用が相乗的に増大していくことに他ならない。しか
も，この社会的費用コストは水産物需給条件の変化にたいして下方硬直的に作用する。具体的にいえば，漁
業資本が費用価格の実現さえ危ぶまれるような市場価格の停迷に苦慮している時ですら，流通担当資本は流
通費用コストを消費の側に転嫁することによって，投下資本に利潤を上積みして回収するような運動形態を
とるはずであるから，現時不況のように生産者価格が低迷しても，消費者購入価格は続騰する，というよう
な非連続的な相対価格関係が流通機構のなかで成立する，という憂うべき事態が惹起されることである。
　オイル・ショックで打撃を受けたマグロ漁業者が「われわれの獲ってきたマグロの値が出ず，生産原価を
割っているのに小売値は上り方が激しいではないか」と一閃買商社を批難しても「われわれは冷蔵庫の機能
を利用して長期間マグロをストックし，市況に応じて分軽しているが，そのための資本費用に利益をのせて
回収してなにが悪い」と流通資本に開き直られたら，反論できない点に，現代における漁業資本と流通資本
の位置関係が象徴的に示されていはしないか。
　問題は生産者価格が停滞下落しても一小売価格が上昇するような流通機構の独自なプライス・メカニズム
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であり，その作用で消費者購…入価格が押上げられ，供給条件にかかわりなく水産物への消費支出が抑制方向
をとることである。これを，より一般化していうと，不況による生産者価格の低落は必ずしも勤労者世帯の
水産物消費支出の増加に結実せず，ぎゃくに水産物消費抑制は敏感に生産者価格に反映し，その低落を結果
するのである。
　ギャロッピング・インフレは第2に，漁業諸資材の価格高騰を招来し，漁業の費用価格を押し上げる。現
時不況のように重化学工業独占の支配になる石油，鉄鋼のような基礎エネルギー，基礎原料がいっせいに騰
貴すれば，それらの関連製品（鉄鋼船，エンジン，モーター，漁携，航海機器，漁網，ロープその他の漁具
資材）で高度の資本装備をしている漁業は値上ラッシュにたいして無抵抗状態におちいり，費用アップへの
抑止力は作用しなくなる。しかも原料独占の存在に加えて，漁業資材加工産業の中小企業的性格が漁業資材
価格高騰（コスト・インフレ）の加速要因となる（漁業生産力の展開は中小造船業，造機工業，漁網工業の
高度化を促進したが，かかる工業化過程でも漁業市場の狭あい性がたえずつきまとっており，ついに生産ロ
ットの過小性を克服することができず，技術水準の低位性，資金調達の劣弱性や原料手当の稚拙さも手伝っ
て生産性向上による単価引下げに成功していない領域であるから，漁業資材関連工業ではがいして不況時に
は製品価格の引上げによって対抗しようとする）。
　かくて第3にギャロッピング・インフレは漁獲物価格の上昇率鈍化，漁業資材価格の騰貴によってシェー
レを激化させ，漁業経営多数をして利潤を実現できないどころか，漁業生産に要した費用さえ回収できない
地点＝倒産か存続かの岐路に追い込むにいたる。
　このような最悪の経営状況＝漁業部門内における恐慌局面を前にして，漁業資本はなす術がなく，ただ手
をこまねいているわけではない。漁業総資本のレベルではオイノレ・ショック後の緊急融資についで，国家資
金による差損補（価格支持）と矢継ばやに不況対策を講じている。業種部門レベルにおいても設備投資規制，
人件費，燃料費の節減・漁獲努力の調整・魚価対策など対症療法的対策が講じられようとしていることも事
実である。さらに個別経営レベルにおいては，投資抑制，不採算船の繋船減統，減隻による経営規模の縮
小が相継いでいる。
　このように漁業総資本レベルでは国家資金導入による漁業の立直しに，業界レベルでは不況カルテノレ的な
供給制限によに魚価維持に，個別経営レベルでは資本規模の縮小再編成方向による再生産条件の確保へ向け
て，それぞれ全力投球している，というのが，漁業における不況対応の実態であろう。そして，これらの段
階別不況対応のうち，その現実的有効性が最も期待できるのは，経営レベルの生産力縮減対応であろう。
　個別経営資本の投資抑制は半年も経ぬうちに中小造船業などに出血受注を余儀なくさせるほど需要を激減
させていることから明らかなように，漁業資材価格上昇へのブレーキ要因となるとともに，喩のかからない
漁業」への経営転換をもうながす。同時に資本縮減は採算のとれない漁携体をつぶすことによって不良資産
を整理し，経営を立直すチャンスをつくるとともに，これまでの構造政策が志向した経営規模拡大→経営安
定への強力なアンチ・テーゼとなる。しかも漁獲努力を縮減（減船・繋船）するから，市場ではより供給制
限的に作用し，相応の価格効果を期待できる。そして漁業総資本や業界レベルの不況対応策は，個別資本の
このような生産力縮減的対応を政策的金融的組織的にバック・アップすることによってのみ有効性をもつも
のだといえよう（たとえば不良資本の整理を内発的に促進するにも国内の中古船市場は閉塞しており，許可
も買手市場化して相場落ちが激しいので，スクラップ化をコマーシャル・ベースで可能にするような価格条
件の政策的整備が必要である）。
　問題はこのような資本縮減（不良資産の整理）をおこなってもなおかつ，経営を立直せず，倒産に至る経
営の多発が予想されることである。たとえインフレーションが収束方向に向い景気が回復しても，漁業にお
ける不況局面はかなり長期に亘って持続するものと予想せねばならず，魚価上昇率≦費用価格上昇率のシェ
ーレを解消することが難事であるとすれば，このような経営レベルの不況対応も自ずから限界がある。した
がって漁業における景気回復がおくれるとすれば，それだけ経営危機も深化するであろう。
　以上によって明らかなように73－75年景気後退の漁業への波及は，部門内に戦後最：大の恐慌現象を惹起
せしめている。そして，その場合，看過できないのは漁業資本が高度成長経済への生産力的対応によって
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自から作りあげた経営構造をもってしてはオイル・ショックのような単発的な経済激変に対処しうる短期
不況抵抗力は持ち合せていても，緩慢でなしくずし的に収束されるような悪性インフレーションへの長期
不況抵抗力を具備していない，という基本的欠陥を体質化している点であろう。かくて漁業が高度成長体質
からの脱皮を目指した生産構造転換の長期展望の下で効果的な不況対応ができないとすれば，中小漁業にお
いても経営倒産，経営規模縮小という暴力的な恐慌脱出手段たる生産力縮小再編成過程を通過する可能性が
強い。
　　　　6．　経営危機の進行と中小漁業問題
　70年代のインフレ高進は経営危機を深化させることによって中小漁業の当面する諸問題を浮彫にした。す
なわち，許可制度の問題漁場・資源問題，適正経営規模の問題，魚価問題，流通問題，労働問題，構造問題
等々。これらの諸問題は不況深化（恐慌への転化）の過程で，その不況対応策としても解決を迫られる緊急
の課題として中小漁業に提起されている。
　以下では，うちいくつかをとり上げ，問題の所在について論究してみよう。
　　（1）漁業労働力をめぐる経営問題の所在
　中小漁業にとって現代労働問題とはなにか。少なくとも70年代の主要な労働問題は労働力不足の問題では
ないであろう。
　60年代は労働力不足状況の下で，漁業経営の操業条件，再生産条件をいかに確保するかが，中小漁業の主
要課題であった。そして，かかる漁業労働力問題が産業レベルから経営レベルの問題へ深化する過程であっ
た。中小漁業は省人化投資によって，この問題に対処し，それなりの成果をおさめてきたのであった。
　73－74年リセッションへの中小漁業の基本的対応方向が資本縮小再編方向（生産力縮減方向）であるとす
れば，休業・失業資本の発生にともなう失業労働力の処理こそが，労働力対策の基軸になるだろうがら，そ
れはもはや労働力過不足問題の延長線上で展開する性質のものではない。
　中小漁業にとって現代労働問題とは漁業労働力の雇用そのものが，経営再生産に搾る基本問題として提
起されていることだ。
　高度経済成長は漁夫労働力の供給構造に大きな変化をもたらした・漁業労働力供給を価格面から規定した
農漁業自営部分が縮小・消滅し，その結果，漁業やとわれ世帯の多就業・低所得構造は解体へ向つた。その
過程で漁業やとわれ世帯は漁夫専業化し，収入の漁業賃労働依存度を強めつつプロレタリア自立度を高めて
いく．それにともなって過剰人口圧力が減じ，売手市場化した漁夫労働力の供給価格（労働力商品販売価格）
は，高度経済成長が実現した大衆消費社会の消費欲望開発指向の商品経済に浸潤され，余裕をなくした世帯
再生産費用をうちに含むだけに単身者型賃金水準をこえ，しかもギャロッピング・インフレーションの下で，
その持続的上昇を激レく要求するようになる。
　漁業経営資本にとつ、て，労働力商品の購入は意識するしないにかかわらず，漁夫世帯の再生産費用を是が
非でも確保しなければならぬ社会的責任を負うにいたったことを意味する。それは漁夫労賃の固定費的要素
化であり，魚価がどのように変動し，水揚がどのように変化しようとも，’必ず実現されねばならぬ費用とし
て経営の重錘になるにいたった6人件費部分でさえも費用価格の上昇圧力要因となっている今日，漁業経営
が労働力商品を不況対応のバッファー・スプリングとすることは社会的にも構造的にも許されない段階にき
ているのである。
　それゆえに労働力の経営問題化は，これまで酔人化投資（過剰投資）によって余儀なく漁夫取前を増大し
てきた漁業経営資本が，その投資限界に達し（省力化投資の経済効率は期待できても，・投資余力を失ってい
るケースもあろう）ているにもかかわらず，人件費負担の社会的圧力（インフレ高進）が経営の再生産をお
びやかすほど過重になってきている点に存するといえよう。したがって中小漁業がこれまでのような低賃金
基盤を失ったということは，その不況抵抗力形成に2重のマイナス作用を受けているといえよう。すなわち
不況の労働力再転化（労働力収奪）の条件を見出しえないばかりか，ぎゃくに高進する人件費圧力が不況抵
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抗力の衰弱化を不可避とすること，以上である。
　　（2）利潤実現条件の悪化と構造問題
　高度成長期における中小漁業の基本問題は「中小なるがゆえに正常な利潤率の実現が阻まれている」7・）　一9
態に存したといえるが・今日のそれは，「中小なるがゆえに利潤実現さえ危ぶまれる」事態，つまり危機的局
面へと深化している・60年代に中小漁業に問われていたのは利潤率水準の低位性（平均利潤率から下方への
乖離）であったが・70年代には「利潤範ちゅう」そのものが問われるにいたったのである。つまり中小漁業
にとって・そもそも「利潤範ちゅう」は成立するのカ㍉と換言すれば「正常な利潤率の実現」を期すことが
できず・蓄積の過小状況にあえいでいた60年代の経営状態から70年代には費用価格上昇率≧魚価上昇率への
相対価格関係変化（シェーレ）によってゼロ利潤，マイナス利潤の経営危機へ全面後退を余儀なくされつつ
ある。
　したがって中小漁業問題自体もその産業的条件を基本的に問われるような構造問題を提起せしめている。
それが現在から将来に亘って産業資本として存立しうるか，という中小漁業資本への痛切な問いであること
いうまでもない。高度成長経済への生産力的対応の行きつく先にかような残酷な設問が待っていようとは神
ならぬ身の知る由もなかったであろうが，さりとてこの難問に答えられないかぎり中小漁業の明日が約束さ
れないだろうことも確かである。
　そして重要なことは，われわれが70年代における中小漁業の構造問題をとりあげるばあい，経営近代化投
資を根幹とする高度成長期の構造政策が漁業の産業的自立・自助に結果的に役立ちえなかった点である。構
造政策の失敗は，おそらく高度経済成長を与件としそれとの関係維持を前提にして産業構造高度化へ適応
しうるような漁業の産業的条件整備，再生産基盤の確立を資本の合理性追求（経営近代化）によって，達成
しようとした点に存するのではないだろうか。
　そこには漁業構造の高度成長経済へのイノベーションにたいする過信がある。高度成長経済は，その市場
・価格効果によって漁業にプラスのインパクトを与えつつ，はんめん漁業の生産基盤（低労賃基盤）をほり
崩すような強力なマイナス作用4、あり，その2面性ゆえに外見上，漁業の生産力展開条件を備準ずると同時に，内
面ではその再生産基盤を脆弱化させるメカニズムをもっていたといえる。めざましい資本主義化を達成して
いるとはいえ，農業とともに産業構造の最も弱い環を形成している漁業部門に成長経済適応のイノベーショ
ンを期待し，それをもって高度成長過程の産業自助とするには漁業はあまりにも弱体であった・であ，るがゆ
えに財政投融資（政策金融）も漁業の高度成長適応力を補強するものとして展開されることになる。
　高度成長下の漁業における合理的な生産構造の形成とは，いわば資本の合理性追求であった。資本の合理
性追求が破綻した今目，それをベースにした漁業構造の再編方向は自らの経路を閉してい筍・中小漁桑はい
まや，いかなる生産構造の下で再生産条件を確保するかという，きわめて困難な構造問題の解決を迫られて
いる。高度成長指向型漁業構造の国民経済視点からの転換・再編という課題を背負ってである。
　　（3）中小漁業の従属性と魚価問題
　今日の魚価問題は費用価格との関連で相対価格の問題として提起されている。つまり，漁業生産費用と魚
価の上昇率格差の問題，換言すれば，すぐれてシェーレの問題として発生しているのである。
　この問題にたいして漁業の側では，漁業費用価格上昇率にたいして魚価上昇率が鈍化しており，このシェ
ーレを解消するために魚価上昇率をいかに高めるか，その方法如何という発想がでてくる。この発想がギャ
ロッピング・インフレーションにともなう水産物の社会的消費（有効需要）の収縮傾向を予感した上ででて
きているとすれば，とうぜん問題関心は漁業の価格決定力の強化と関連して流通対策に帰着する。
　これを中小漁業問題にひきよせると，流通担当資本にたいする中小漁業資本の従属性の問題となろう。
　確かに水産物流通における近年のコールド・チェーン・システムの整備が，それに関与する流通・加工諸
資本の蓄積と拡大を準備し，流通産業の発展を促進することになった面は否定しえない。コールド・チェー
ン化の過程は，また巨大漁業資本，商社資本の流通参入と市場領域支配網の拡張過程でもあった。それはと
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りもなおさず，中小漁業資本の商品販売過程が，これらの巨大流通資本に掌握されるにいたり，中小漁業が
価値実現過程でより従属的地位に転落したことを意味している。
　しかし，このような市場流通領域の巨大資本支配が中小漁業の価値実現条件をただちに悪化させた，とは
いえない。むしろ巨大買付資本の流通参入が生産者価格の下方硬直化（高位安定化）をもたらした業種部門
さえある，たとえばマグロー船買いは生産価格（費用プラス最低利潤ないしは平均利潤）を保証するものと
して二二者多数に支持されtcし・新興産地におけるスノレメィカ買付はイカ釣船主に超過利潤の取得をも許容す
るほお激甚であった。さらには漁港における加工流通資本の展開が生産地市場価格の安定化と持続的上昇を
もたらし，中小漁業における経営再生産の価格条件を強化した点も看過できない。一部には買付資本にたい
して価格交渉力をもつ漁業資本さえでてきたのである。
　しかし，このように漁獲i物商品価値実現にプラスの側面があらわれたにもかかわらず，中小漁業の魚価決
定力は全般的に強化されず，むしろ流通資本への従属度を強めてきた。
　水産物流通過程へ参入している巨大資本（商社資本・漁業資本とその傍系資本）はディマンド・プル化し
た高級水産物にたいして市場支配力を強化（買付輸入・開発輸入の促進，中小漁業漁獲物の買付取扱シェア
の拡大）することによって国内市場でそのプライス・リーダー・シップを催貸しつつある。
　遠洋マグロ漁業に典型的に示されているように巨大漁業資本，商社資本は台湾，韓国などの後進国マグロ
漁業や内地マグロ漁業を流通過程で支配し（後進国マグロ漁業は冷凍設備を拡充することによって最近，生
鮮消費向マグロの生産能力を飛躍的に高めている），その買付・ストック能力に物を言わせて国内消費市場
におけるマグロ価格形成をリードするにいたり，その結果，内地マグロ漁業の生産地市場における価格形成
も低生産費の後進国マグロの価格水準に規制されたストック価格への下方スライドを余儀なくされる局面を
迎えている。遠洋マグロ漁業が急角度の不況斜面を転落しているのは巨大資本の流通支配力が不況深化を加
速していることを看過してはならない。
　かくて水産物の買付輸入・開発輸入の増大は巨大資本の市場流通領域支配を強化させ，中小漁業の価格決
定力の弱化要因となる。
　以上の例証は巨大流通資本にたいする価格対抗力を強化することによって獲得した魚価上昇・安定化では
なかった点に現在の基本的な流通問題が存することを示唆するものである。したがって中小漁業にとって今
日の魚価対策とは流通機能を部分的に代替補完することなどではなく，巨大流通資本にたいして価格対抗力をい
かに強化するか，に関わるものであるはずだ。そのためには中小漁業の生産から流通に亘る効率的な共同行
為の組織化が緊急の課題であるこというまでもない。
　　（4）漁場用益の国際的制約
　中小漁業にとって海洋法とはなにか。それは中小漁業の漁場用益にたいして国際的制限が加えられること
に他ならない。
　具体的にいえば国際漁場における漁獲努力（入漁隻・統数）の制限と入漁料（地代）負担を国際法体系で
制度化（専管水域設定）することであって，受入国に参入資本への統制力を法認するものである。
　わが国中小漁業にとって，その意味するところは，第1に遠洋における漁場開発可能性が狭められ・漁場
の外延的拡大に困難性が倍加すること，第2に法的存在物が新規に敷設され，国内許可制度とは根本的に異
なる国際的な資本統制を甘受せねばならなくなること，第3に「地代」負担の制度化によって利潤率の圧縮
が不可避であること，であり，その資本展開を制約するものだ。それは現在から将来に亘って中小漁業の資
本展開と漁場利用をめぐって許可制度のあり方に再検討を迫ることになろう。また入漁料法認は南北問題と
の関連で，漁業における「地代論」の新展開をうながさずにはおかないだろう。
　わが国の巨大漁業資本は海洋法の成立を見越してすでに60年代後半から低開発国漁業資源の開発＝漁業権
益の確保に努めている。アジア，アフリカ，中南米諸国において，その成果である開発輸入を軌道にのせて
おり，すさまじい資本輸出によって低開発国資源利用の独占的秩序を確立しつつある。したがって，わが国
巨大漁業資本，商社資本による海洋法対策（低開発国漁業権益の独占体による分割）はすでに完了したとい
ってよい8）
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　巨大資本の先行を許した中小漁業にとって，低開発国への合弁漁業進出の道はほとんど閉ざされている。
もはや低開発国の専管水域において期待利潤率の高い業種部門への参入余地は皆無の状態である。中小漁業
に残された参入経路は「地代」を負担して「狭き門」である専管水域に殺到するか，巨大資本の下請生産に
組み込まれるしかない。そしていずれも，その利潤実現条件は蓄積と拡大を保証するものではないであろう。
かくて中小漁業にとって不況脱出経路は資源漁場的にも閉塞しているとしなければならない。
　問題はそれにとどまらず，巨大漁業資本，商社資本による独占的な低開発資源の開発は中小漁業の生産力
競争市場価格競合を激化させることになる。つまり，これら先発独占資本による水産物開発輸入の展開はカツオ・
マグロ，エビイカなど同一魚種生産部謁との市場競合を熾烈なものとし，それまで中小漁業が掌握してきた国内市
場における価格形成のイニシアティブを輸入担当資本に奪われることになる（フ。ライス・リーダー・シップ
を中小漁業が保持しえているばあいでも開発輸入の増大にともなって価格条件の劣悪化は不可避である）。
　したがって中小漁業は低開発国経済水域への参入制限を加えられると同時に；低開発国に長期的漁業権益
を確保することに成功した独占資本との新たなる市場競合関係を招来し，この面から今後まずます従属性，不安
定性を強めていくことが予測されうのである。
　　（5）経営環境の厳酷化
　漁業経営分析において，これまであまり突込まれなかった領域に経営環境がある。それは地域経済視点よ
りする経営学的アブ㌔一チの問題に帰する。
　中小漁業において，しばしば，その「放慢経営化」が指摘されているにも関らず，それが地域経済との構
造的関連性を有することが等閑視されてきたきらいはないか。
　中小漁業における放慢経営化の構造的支柱は地域経済（関連産業）そのものである。したがって，いまや
高度成長期における地域経済・関連産業の役割および，その中における漁業経営の「甘えの構造」と現時不
況におけるその変容（経営環境の厳酷化）に関する分析は不可欠であろう・その問題点の概要を示せば？」下
のごとくである。
　第1に中小漁業の資金循環構造とその変化である。中小漁業における制度・系統金融の展開・シェア拡大
は長期金融市場における地銀の役割・機能をいちじるしく減退させている。地銀は，いってみれば，自らが
育成した中小漁業の金融において制度・系統機関から母屋を盗られ，短期融資（運転資金需要）に活路を見
出してきたのである。その過程で地銀は「借手優位」に甘んじてきたし，中小経営はその金融諸サービスに
あぐらをかき，低金利の長短期資金を欲しいままにすることができた（したがって，この時期の中小漁業金
融構造における地銀の補完心機能を過小評価できない）。このような中小漁業の借金経営化（金融への甘え）
が自己資本準備の怠慢につながり，不況抵抗力を衰弱させたことは再々，指摘したところである。しかし高
度成長構造の破綻は金融政策の改変（低金利から高金利への政策転換，金融引締の長期化）を迫っており，，
それにともなって地銀の地場産業に果す役割も再検討されることは必至であり，この面から中小漁業経営の
短期資金構造も動揺しつつある。もはや借金を雪だるま式に膨張し，いたず6にインフレ・マインドを助長
することは不可能になってきているのである。
　第2に漁業投資と経営再生産における地場商工業の役割とその変容である。生産手段調達において中小漁
業はこれまで有利な取引条件を確保してきた。漁船機械設備はいうに及ばず，燃料，資材にいたるまで延払
方式（企業間信用取引）を導入・定着させ，漁港都市における中小漁業の優位性（基幹産業的性格）に立って，
「支払消度の長期化」　「手形乱発」をおこない，関連産業にたいして，その経営的優位性を保持しえた。か
くて関連産業にたいする船主層の社会的地位（発言力・取引力）は，その市場影響力の増大を反映して強大
になったが，それにともなって漁業経営もいちじるしく放慢化したのである。漁業およびその関連産業にお
ける企業間信用の発展は漁業投資を円滑化させることによって地域産業経済に寄与するところ多大であった。
たとえば域内中小造船業の発展は30年代後半からの延払（釣払）方式の導入によって可能となり，合せて発
注者たる中小漁業の漁船大型化投資を加速せしめている。48年秋のオイル・ショック後，需給条件の激変に
・）拙稿，漁業における資本輸出の現代的性格，漁業経済研究第20巻3　4号（1974年）参照のこと
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ともなって漁業燃料・資材取引の売手市場化がもたらされ，一部で現金取引化されたことは周知である。その
結果，地域経済への中小漁業の「甘えの構造」は変容を余儀なくされるにいたった。地域関連産業自体が金
融引締の長期化（景気沈滞）によって中小漁業の「放慢経営化」を許容できなくなってきているのである。
　第3に地域関連産業のコスト・インフレ要因を景気沈滞を指摘できる。漁業関連産業は工業にしろ商業に
しろ，その中小企業的性格を特徴としている。したがっていわば，漁業関連産業はコスト・プッシュ・イン
フレ要因を構造化（体質化）している産業でもある。現時不況の深化過程で，これらの関連諸産業が漁業の
コスト・アッフ．を加速するように機能するであろうことは推測に難くない。中小造船業，漁網工業，製氷冷
凍業，製圃業その他の漁業関連産業は，そのいずれをとっても基礎エネルギー・原材料の騰貴，人件費の増大を
全面的に製品価格へ転嫁せざるをえない企業体質を有している。そして信用力の基礎が弱いゆえに原材料手
当・在庫投資が不十分であって，それが漁業のコスト・アップへ拍車をかける結果をうんでいることも否定
できない。中小漁業の経営危機は，このような地域経済の条件変化の中で深化してきているが，それにとも
なって地域関連産業（高度成長過程で漁業との産業関連を強化してきた中小企業群）の不況局面への傾斜も
併進し，地域経済を沈滞させている点も看過できない。
　かくて中小漁業における地域経済（漁港経済）への「甘えの構造」はギャロッピング・インフレ不況によ
一って破砕されるにいたり，その経営環境は厳酷化してきているごとくである。
